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アジア経済法令ニュース No.21-05 

 添付法令資料 1： 韓国金融消費者保護に関する法律（目次） 

 添付法令資料 2： 中国国家金庫条例（目次） 

 添付法令資料 3： 新型コロナウイルス感染症のパンデミックへの対応の枠組みにおける 

  ワクチン調達のための輸入に対する関税及び／又は物品税並びに課税の 

  便宜の付与に関する2020年11月26日付インドネシア共和国財務大臣 

  規則No.188/PMK.04/2020（目次） 

 添付法令資料 4： 知的財産権の保護要求がある輸出入商品に対する検査、監察又は 

  税関手続の一時停止並びに偽造品及び知的財産権を侵害する商品の 

  監査に関して定める通知を合一するベトナム財政省の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2021 年 1 月 29 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特

例に関する法律施行令の一部を改正する政令（政令第 8 号） 

21.01.22 公布／21.02.01 施行 

2 温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令及びフロン類算定漏えい量

等の報告等に関する命令の一部を改正する命令（内閣府・総務・法務・外務・

財務・文部科学・厚生労働・農林水産・経済産業・国土交通・環境・防衛省令

第 1 号） 

21.01.22 公布／同日施行 

3 債権管理事務取扱規則の一部を改正する省令（財務省令第 1 号） 

21.01.22 公布／21.02.01 施行 

4 特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律

第十三条第一項の規定に基づき指定金融機関を指定した件（財務・経済産業省

告示第 1 号） 

21.01.22 公布 

5 医薬品等副作用被害救済制度の対象とならない医薬品等の一部を改正する件

（厚生労働省告示第 17 号） 

21.01.22 公布 

6 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第四十

三条第一項の規定に基づき検定を要するものとして厚生労働大臣の指定する

医薬品等の一部を改正する件（厚生労働省告示第 19 号） 

21.01.22 公布 

7 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第四十

九条第一項の規定に基づき厚生労働大臣の指定する医薬品の一部を改正する

件（厚生労働省告示第 20 号） 
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21.01.22 公布 

8 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第二条

第十五項に規定する指定薬物及び同法第七十六条の四に規定する医療等の用

途を定める省令の一部を改正する省令（厚生労働省令第 7 号） 

21.01.22 公布 

9 健康保険法施行規則附則第一条の八の規定により読み替えられた同令第百三

十五条の二の二第二項第一号及び第百三十五条の七第一号イの規定に基づき

厚生労働大臣が定める額（厚生労働省告示第 22 号） 

21.01.25 公布 

10 健康保険法施行規則附則第一条の七の規定により読み替えられた同令第百三

十五条の二の二第二項第一号及び第百三十五条の七第一号イの規定に基づき厚

生労働大臣が定める額の一部を改正する件（厚生労働省告示第 23 号） 

21.01.25 公布 

11 健康保険法施行規則第百三十五条の二の二第二項第四号の規定に基づき厚生

労働大臣が定める額の一部を改正する件（厚生労働省告示第 24 号） 

21.01.25 公布／21.03.01 施行 

12 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改

正する省令（厚生労働省令第 9 号） 

21.01.25 公布／一部を除き、21.04.01 施行 

13 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定

障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正

する省令（厚生労働省令第 10 号） 

21.01.25 公布／21.04.01 施行 

14 肥料の登録の有効期間を更新した件（農林水産省告示第 188 号） 

21.01.26 公布 

15 生産業者及び輸入業者の住所並びに肥料の名称の変更に係る届出があった件

（農林水産省告示第 189 号） 

21.01.26 公布 

16 肥料の登録が失効した件（農林水産省告示第 190 号） 

21.01.26 公布 

17 宅地建物取引業法の規定に基づく登録講習機関の登録事項の変更の件（国土

交通省告示第 34 号） 

21.01.26 公布 

18 宅地建物取引業法施行規則の規定に基づく登録実務講習実施機関の登録事項

の変更の件（国土交通省告示第 35 号） 

21.01.26 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 公务员考核规定 

20.12.28 公布 中国共産党中央組織部／同日施行 

2 公务员奖励规定 

20.12.28 公布 中国共産党中央組織部／同日施行 

3 公务员转任规定 
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20.12.28 公布 中国共産党中央組織部／同日施行 

4 公务员回避规定 

20.12.28 公布 中国共産党中央組織部／同日施行 

5 公务员辞去公职规定 

20.12.28 公布 中国共産党中央組織部／同日施行 

6 公务员辞退规定 

20.12.28 公布 中国共産党中央組織部／同日施行 

7 国家发展改革委办公厅关于建立全国基础设施领域不动产投资信托基金

（REITs）试点项目库的通知 

21.01.13 公布 国家発展及び改革委員会弁公庁 発改弁投資[2021]35 号 

8 中华人民共和国海警法 

21.01.22 公布 国家主席令第 71 号／21.02.01 施行 

9 中华人民共和国行政处罚法 

21.01.22 公布 国家主席令第 70 号／21.07.15 施行 

10 中华人民共和国动物防疫法 

21.01.22 公布 国家主席令第 69 号／21.05.01 施行 

11 全国人民代表大会常务委员会关于设立北京金融法院的决定 

21.01.22 公布 全国人民代表大会常務委員会／21.01.23 施行 

12 最高人民法院关于新民间借贷司法解释适用范围问题的批复 

20.12.29 公布 最高人民法院 法釈[2020]27 号／21.01.01 施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 国家外汇管理局行政许可实施办法 

21.01.11 公布 国家外国為替管理局公告 2021 年第 1 号／21.02.01 施行 

 

第 3 ロシア 

1 軍人の金銭給与及びそれらの者への個別の支払いの提供に関するロシア連邦

法律第 3 条への変更の導入に関する 2020 年 3 月 1 日付ロシア連邦法律

No.38-FZ 

2 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 債権売買サービスの経営条件に関する政府の 2016 年 7 月 1 日付第

69/2016/NĐ-CP 号議定の施行を指導する通知を合一する合一文書 

財政省の 2020 年 12 月 31 日付第 49/VBHN-BTC 号合一文書 

2 外国人向けの賞付電子ゲームの経営に関する政府の 2013 年 7 月 29 日付第
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86/2013/NĐ-CP 号議定に定められる若干の条項を指導する合一文書 

財政省の 2020 年 12 月 31 日付第 54/VBHN-BTC 号合一文書 

3 競馬、ドッグレース及び国際サッカーの賭博経営に関する政府の 2017 年 1

月24日付第06/2017/NĐ-CP号議定に定められる若干の条項を指導する合一文

書 

財政省の 2020 年 12 月 31 日付第 55/VBHN-BTC 号合一文書 

4 カジノ経営に関する政府の 2017 年 1 月 16 日付第 03/2017/NĐ-CP 号議定に

定められる若干の条項を指導する通知を合一する合一文書 

財政省の 2020 年 12 月 31 日付第 56/VBHN-BTC 号合一文書 

5 企業登記に関する議定 

政府の 2021 年 1 月 4 日付第 01/2021/NĐ-CP 号議定／21.01.04 施行 

 

第 5 韓国 

1 食品・医薬品分野試験・検査等に関する法律施行規則一部改正令 

21.01.25 公布 総理令第 1667 号／同日施行 

2 金融実名取引及び秘密保障に関する法律一部改正法 

21.01.26 公布 法律第 17914 号／21.07.27 施行 

3 民法一部改正法 

21.01.26 公布 法律第 17905 号／同日施行 

4 生活物流サービス産業発展法 

21.01.26 公布 法律第 17911 号／21.07.27 施行 

5 小商工人保護及び支援に関する法律一部改正法 

21.01.26 公布 法律第 17912 号／21.04.27 施行 

6 児童虐待犯罪の処罰等に関する特例法一部改正法 

21.01.26 公布 法律第 17906 号／同日施行 

7 重大災害処罰等に関する法律 

21.01.26 公布 法律第 17907 号／22.01.27 施行 

 

第 6 台湾 

1 修正工業團體法條文 

21.01.27 公布 総統府 華總一義字第 11000006151 號令 

2 修正電子支付機構管理條例 

21.01.27 公布 総統府 華總一經字第 11000006081 號令 

3 修正外國專業人才延攬及僱用法條文 

21.01.27 公布 総統府 華總一經字第 11000006231 號令 

4 修正商業團體法條文 

21.01.27 公布 総統府 華總一義字第 11000006161 號令 

5 修正不動產經紀業管理條例條文 

21.01.27 公布 総統府 華總一義字第 11000006191 號令 

6 修正所得基本稅額條例條文 

21.01.27 公布 総統府 華總一經字第 11000006931 號令／21.01.01 施行 

7 修正證券交易法條文 
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21.01.27 公布 総統府 華總一經字第 11000006091 號令 

 

第 7 シンガポール 

1 COVID-19 (Temporary Measures) Act 2020 - COVID-19 (Temporary 

Measures) (Control Order) (Amendment No. 2) Regulations 2021 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 25 

January 2021 and come into operation on 26 January 2021; No.S40/2021 

2 Insolvency, Restructuring and Dissolution Act 2018 - Insolvency, 

Restructuring and Dissolution (Simplified Winding Up) Regulations 2021 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 28 

January 2021 and come into operation on 29 January 2021; No.S47/2021 

3 Insolvency, Restructuring and Dissolution Act 2018 - Insolvency, 

Restructuring and Dissolution (Voluntary Winding Up) (Amendment) 

Regulations 2021 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 28 

January 2021 and come into operation on 29 January 2021; No.S49/2021 

 

第 8 タイ 

1 仏暦 2564 年（西暦 2021 年）から仏暦 2566 年（西暦 2023 年）までの 

砂糖製品に対する世界貿易機関（WTO）における農業協定所定のコミットメン

トに従い租税支払権受領を示す証明書の発出に関する仏暦 2563 年（西暦 2020

年）の商務省の規定 

20.12.26 制定／21.01.01 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT 

  DEPARTMENT ORDER NO. 222, S. 2021 

  REVISED GUIDELINES ON THE IMPLEMENTATION OF THE 

SOCIAL AMELIORATION AND WELFARE PROGRAM FOR WORKERS 

IN THE BIOFUEL INDUSTRY, UTILIZING MOLASSES AS FEEDSTOCK 

21.01.15 付／全国流通新聞において公布された日の 15 日後から施行 

2 MEMORANDUM FROM THE EXECUTIVE SECRETARY 

  ADDITIONAL MEASURES TO BE OBSERVED RELATIVE TO THE 

SARS COV-2 VARIANT 

21.01.15 付 

3 INSURANCE COMMISSION 
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  CIRCULAR LETTER NO. 2021-04 

  AMENDMENT OF THE STANDARD CHART OF ACCOUNTS (SCA) 

FOR MUTUAL BENEFIT ASSOCIATIONS (MBAs) 

21.01.20 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

4 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES 

  OMNIBUS GUIDELINES ON THE IMPLEMENTATION OF 

COMMUNITY QUARANTINE IN THE PHILIPPINES WITH 

AMENDMENTS AS OF JANUARY 21, 2021 

21.01.21 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

5 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES 

  RESOLUTION NO. 95, S. 2021 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

21.01.21 付 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 ギャンブル事業分野における行政サービス提供の規則の承認に関する 2020

年 7 月 8 日付カザフスタン共和国文化スポーツ相命令 No.195 への変更の導入

に関するカザフスタン共和国文化スポーツ相命令 

2021 年 1 月 18 日付 No.9 同月 20 日法務省登録 No.22088／公布の日か

ら 21 暦日経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 官民連携に関する法令の改善に関連するいくつかのウズベキスタン共和国法

令への変更及び追加の導入、並びにそのいくつかの失効の認定に関するウズベ

キスタン共和国法律 

2021 年 1 月 22 日付 No.ZRU-669／同月 23 日施行 

 

第 15 トルコ 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

1 修理された機械（Reconditioned Machine）の輸入に関して定める件 

21.01.20 経済及び貿易省告示第 8/2020 号 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国金融消費者保護に関する法律（目次） 

   2 中国国家金庫条例（目次） 

   3 新型コロナウイルス感染症のパンデミックへの対応の枠組みにおけるワク

チン調達のための輸入に対する関税及び／又は物品税並びに課税の便宜の付

与に関する 2020 年 11 月 26 日付インドネシア共和国財務大臣規則

No.188/PMK.04/2020（目次） 

   4 知的財産権の保護要求がある輸出入商品に対する検査、監察又は税関手続の

一時停止並びに偽造品及び知的財産権を侵害する商品の監査に関して定める

通知を合一するベトナム財政省の合一文書（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン
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グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

芳賀 洋一  弁護士：シンガポール法令担当 

正木 湧士  弁護士・弁理士：日本法令担当 

浅谷 朱音  弁護士：ロシア法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法研究員（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 
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吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


